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果たす役割は非常に大きい。日本の 200 カイリ水域（447 平方キロ）は、世界で
第 8 位の面積を誇るが、そのうち、日本の離島によって生じる 200 カイリ水域が
占める割合は、約 50％に達する。したがって、日本の沖合と沿岸の漁業生産量
の合計 336.9 万トンのうち、約 50％の 168.5 万トンが離島の周辺海域に由来して
いるとの理解が可能だが、実際には、離島からの直接水揚げ量は、日本全体の約























































































































































































　現在、養殖生産の多い国は、中国がきわめて大きく 5,711 万トン（2013 年）。







































































































の 200 カイリ排他的経済水域の約 50％を離島の経済水域が占める。離島は岩礁
地帯、瀬、入り江や海峡などに恵まれ、魚類と海洋生物資源の生息に適した自然































少し、近年は 35,000 トン前後で推移している。沿岸漁業については、1977 年の
46,217 トンをピークに漸減しており、近年は 20,000 トン程度となっている（図 8）。
　水揚げ金額については、1982 年の 270 億円をピークに減少し、平成初頭には


































　佐渡では、約 27,000 トン（1981 年）の漁業生産量が、現在では約 14,000 トン（2013
年）に減少している。



































　漁船数を見ると、1996 年は 10,000 隻以上あったのが、2010 年には 6,300 隻に
減り、漁業者数も 1985 年は 25,000 人だったのが、2010 年には 12,000 人に減少
している。つまり、IVQ を導入したことで漁業の効率化が図られ、結果的に一
人当たりの漁獲量が上昇した。
　漁業就業者の年齢も、日本では 60 歳以上が 40％以上を占めるのに対し、ノル






モ、ニシン、マサバなど浮魚の産卵親魚量は、1985 年から 2012 年にかけて右肩
上がりに増加しており、この傾向はマダラ、オヒョウなどの底魚（海底近くにす
む魚）にも見られる。
　1960 年代から 70 年代前半にかけては、誰でも自由に漁業ができる漁獲がもと



















には TAC 制度（総漁獲許容量：Total Allowable Catch）を導入し、1970 年代




ての漁業に統一された ITQ 方式が導入された。現在は 25 の魚種が ITQ の対象
になっている。アイスランドの ITQ システムでは、漁業者が過去の実績に応じ
て漁獲枠の配分を受ける。一度配分された漁獲枠は譲渡可能であるが、寡占化防


















化している。主要先進国は、「IQ 方式」や「ITQ 方式」といった TAC 管理手法
を採用している。











































　委員会では、直近 5 年間の漁獲量の平均の数値を ABC（生物学的漁獲許容
量：Allowable Biological Catch）とした。そして、それに 1 以下の数値を乗じて
TAC とした。IQ の設定は、過去 5 年間の各漁業者の漁獲実績に基づいて、地区
別 TAC に対する割合を算出し、それを個別の漁業者に振り分けた。資源回復と




　新潟県では、2011 年 9 月から佐渡の赤泊地区のえびかご漁業を対象に、IQ 制
度のモデル事業（新資源管理制度モデル事業）を実施している。期間は 2016 年









ついたため、それまで禁漁期間だった夏場（7 月 1 日から 8 月 15 日まで）の操
図 12　赤泊えびかご漁業漁場





　赤泊地区では、2 隻を 1 隻に集約化し、これにより漁業者の代船の建造がより
安くなり、不必要な経費の削減が可能とした。また大型のエビの割合が、平成




実施漁業者 前浜地区 4 経営体







IQ 枠の譲渡 消化する見込みのない IQ 枠は無償で他の経営者に譲渡可能
③ IQ 導入の評価
　禁漁期間であった夏場（7 月 1 日から 8 月 15 日）の操業も可能となった。こ

























　上述のような影響のほかに、11 月 26 日に開催された、新潟県新漁業管理制度
総合評価委員会では、しばらくの間は、モデル地区以外の佐渡の両津と姫津地区



















　特に IQ 事業を実施した平成 23 年度以降、経営収益の改善が図られており、
平成 26 年度には初めて、IQ 事業を実施した漁業経営体が 274.7 万円の黒字を計
上した。27 年度については、燃油費の低下と、資源回復傾向が見られ、引き続き、
夏の期間を中心に収入の増加が見込まれることから、更に経営が改善すると思わ
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